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表紙

　

証券コード：1828

第57回  定 時 株 主 総 会

招 集 ご 通 知
目次

開催日時 2025年６月25日（水曜日）午前10時
受付開始 午前９時30分

開催場所 新潟県上越市中央１丁目２番７号
ホテルセンチュリーイカヤ本館３階
飛天の間

決議事項 第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　取締役８名選任の件
第３号議案　監査役１名選任の件
第４号議案　補欠監査役２名選任の件
第５号議案　取締役に対する譲渡制限付株式の

付与のための報酬決定の件

　

　　　第５７回定時株主総会招集ご通知 ………………１

　　　議決権行使についてのご案内 ……………………３

　　　株主総会参考書類 …………………………………５

　　　　事業報告 …………………………………………２０
　　　　計算書類 …………………………………………３７
　　　　連結計算書類 ……………………………………３９
　　　　監査報告 …………………………………………４１
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株主各位

株 主 各 位 証券コード  1828
2025年６月4日

新潟県上越市大字福田20番地

  代表取締役社長  水澤　文雄

【当社ウェブサイト】
　https://www.tanabe-ind.co.jp/

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
　https://d.sokai.jp/1828/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第57回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第57回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申しあげます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供措置
をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのウェブサイトにアク
セスの上、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

　（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「株式について（一覧を見る）」「株主総
会」を順に選択いただき、ご確認ください。）

　（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「田辺工業」又は「コード」に当社証券
コード「1828」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある
「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日のご出席に代えて、インターネット又は書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら株主総会参考書類をご検討のうえ、2025年６月24日（火曜日）午後５時までに議決権を行使してくださいます
ようお願い申しあげます。

敬　具
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株主各位

■1  日　　時 2025年６月25日（水曜日）午前10時　　受付開始 午前９時30分

■2  場　　所 新潟県上越市中央１丁目２番７号
ホテルセンチュリーイカヤ本館３階　飛天の間
（末尾の会場ご案内図をご参照ください）

■3  目的事項 報告事項 1．第57期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
事業報告、計算書類報告の件

2．第57期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

決議事項 第１号議案　剰余金処分の件
第２号議案　取締役８名選任の件
第３号議案　監査役１名選任の件
第４号議案　補欠監査役２名選任の件
第５号議案　取締役に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件

■4 議決権の行使等につい
てのご案内 【議決権行使についてのご案内】をご参照ください。

　●  当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
　●  書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとし

てお取り扱いいたします。
　●  インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。
　●  インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わず、インターネットによる議決権行使を有効なも

のとしてお取り扱いいたします。
　●  代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人として株主総会にご出席いただけます。ただし、代理権

を証明する書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。
　●  電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記の電子提供措置をとっている各ウェブサイトにおいて、その旨、修正前の事項及び修正後の事

項を掲載いたします。
　●  本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお送りいたします。なお、電子提供措

置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、お送りする書面には記載しておりません。

① 事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」
② 計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
③ 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」

　 したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会計監査報告を、監査役が監査報告を作成
するに際して監査をした対象書類の一部であります。

記

以　上

【お体が不自由な株主様、障がいをお持ちの株主様へ】
　株主総会への来場に当たり、サポートが必要な方は、総会当日スタッフにお声がけください。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出
ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛否
をご表示のうえ、切手を貼らずにご投
函ください。

次ページの案内に従って、議案の賛否
をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2025年６月25日（水曜日）
午前10時（受付開始：午前９時30分）

2025年６月24日（火曜日）
午後５時到着分まで

2025年６月24日（火曜日）
午後５時入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１・３・５号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印
第２・４号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
⃝ 一部の候補者に反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書用紙はイメージです。

インターネット及び書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたし
ます。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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議決権行使についてのご案内

インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン等の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 午前9時～午後9時）

4
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剰余金処分議案

株主総会参考書類

第1号議案 剰余金処分の件

配当財産の種類 金銭

配当財産の割当てに関する事項
及びその総額

当社普通株式1株につき金 87円
配当総額 912,776,073円 　

剰余金の配当が効力を生じる日 2025年６月26日

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項
　当社は、財務体質と経営基盤の強化を図りつつ、毎期の業績、新規投資、連結配当性向を総合的に勘案しなが
ら、株主の皆様へは連結配当性向35％～40％を目安とし、安定的な配当と持続的な増配に努めることを基本方
針としております。
　第57期の期末配当につきましては、配当方針、当期の業績及び財務状況並びに今後の事業展開等を総合的に
勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。
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取締役選任議案

第2号議案 取締役８名選任の件

候補者番号
ふ り が な
氏　名 現在の地位及び担当 属　性

1 わ

四
た

月
ぬ

朔
き

日
 

　
よ し

義
お

雄 代表取締役会長 再 任
　

2 み ず

水
 

　
さ わ

澤
 

　
ふ み

文
 

　
お

雄 代表取締役社長兼社長執行役員 再 任
　

3 や ま

山
 

　
ぐ ち

口
 

　
ひ さ

久
 

　
ゆ き

行
取締役専務執行役員
品質・安全推進室、青海支店、
北陸支店、名古屋支店、
姫路支店、大牟田支店担当

再 任
　

4 ご ん

権
 

　
も り

守
 

　
ゆ う

勇
 

　
い ち

一
取締役常務執行役員
人事部、経理部、総務法務部、
経営企画部担当

再 任
　

5 あ お

青
 

　
き

木
 

　
え い

栄
 

　
い ち

一 取締役常務執行役員
千葉支店、鹿島支店担当 再 任

　

6 お

小
 

　
の

野
 

　
て つ

哲
 

　
や

也
上席執行役員
海外事業部長兼
幕張エンジセンター長
海外部門、プロダクト開発部担当

新 任
　

7 よ こ

横
 

　
た

田
 

　
ゆ う

猶
 

　
い ち

一 社外取締役 再 任 社 外 独 立
　

8 の

野
 

　
も と

本
 

　
な お

直
 

　
き

樹 社外取締役 再 任 社 外 独 立
　

再 任 再任取締役候補者 新 任  新任取締役候補者 社 外 社外取締役候補者 独 立 証券取引所等の定めに基づく独立役員

　取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、経営体制の強化のため１名
を増員し、取締役８名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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取締役選任議案

候補者番号 1

再 任

生年月日
1941年７月３日生
所有する当社の株式数
320,500株
取締役会出席状況
17/17回

わ

四
た

月
ぬ

朔
き

日
よ し

義
お

雄

　

略歴、当社における地位及び担当
    1969年    2 月 当社入社

    1981年    10月 当社取締役営業部長

    1990年    4 月 当社常務取締役営業本部長

    1990年    6 月 当社専務取締役営業本部長

    1998年    10月 当社代表取締役社長

    2009年    6 月 当社代表取締役社長兼社長執行役員

    2023年    6 月 当社代表取締役会長（現任）

重要な兼職の状況
―

取締役候補者とした理由
四月朔日義雄氏は、1969年入社、取締役営業部長、常務取締役、専務取締役を経て、1998年より代
表取締役社長を務め、2023年に代表取締役会長へ就任。同氏は当社全体にわたる事業経営に関し、豊
富な経験と知見を有しており、当社の持続的な成長に貢献していただけると判断し、引き続き取締役
候補者としました。

　

候補者番号 2

再 任

生年月日
1955年４月22日生
所有する当社の株式数
57,400株
取締役会出席状況
17/17回

み ず

水 
さ わ

澤
 

　
ふ み

文 
お

雄

　

略歴、当社における地位及び担当
    1983年    2 月 当社入社

    1998年    9 月 タナベタイランド社代表取締役社長

    2003年    6 月 当社取締役産機エンジニアリング部長

    2009年    6 月 当社取締役退任

当社上席執行役員産機エンジニアリング

部長、電力事業部担当

    2010年    4 月 当社上席執行役員　埼玉技術センター長

    2011年    4 月 当社上席執行役員　営業部長

    2012年    4 月 当社上席執行役員　北陸支店長

    2013年    6 月 当社取締役上席執行役員　北陸支店長、

電力事業部担当

    2016年    6 月 当社取締役常務執行役員　北陸支店長、

電力事業部担当

    2018年    4 月 当社取締役常務執行役員 大阪支店長、

名古屋支店、姫路技術センター担当

    2021年    4 月 当社取締役常務執行役員

大阪支店、名古屋支店、姫路技術センタ

ー、タナベタイランド社担当

    2022年    4 月 当社取締役常務執行役員　大阪支店、

名古屋支店、姫路技術センター、電力事業

部、タナベタイランド社担当

    2023年    6 月 当社代表取締役社長兼社長執行役員

　　　　　　（現任）

重要な兼職の状況
―

取締役候補者とした理由
水澤文雄氏は、1983年入社、主に電気計装事業・電力事業に携わり、タナベタイランド社代表取締
役、取締役常務執行役員を経て、2023年６月より代表取締役社長へ就任し、当社の経営を担っており
ます。同氏は現場に精通した豊富な経験と知見を有するとともに、海外での豊富な経験と実績を活か
し、グローバルな視点で当社の持続的な成長に貢献していただけると判断し、引き続き取締役候補者
としました。
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取締役選任議案

候補者番号 3

再 任

生年月日
1956年６月15日生
所有する当社の株式数
31,500株
取締役会出席状況
16/17回

や ま

山 
ぐ ち

口
 

　
ひ さ

久 
ゆ き

行

　

略歴、当社における地位及び担当
    1979年    4 月 当社入社

    2009年    6 月 当社執行役員　千葉支店長

    2013年    4 月 当社執行役員　青海支店長

    2013年    6 月 当社上席執行役員　青海支店長

    2014年    6 月 当社取締役上席執行役員　青海支店長

    2016年    6 月 当社取締役常務執行役員　青海支店長

    2018年    4 月 当社取締役常務執行役員　青海支店長、

品質・安全推進室、北陸支店担当

    2020年    6 月 当社取締役常務執行役員　青海支店長、

品質・安全推進室、北陸支店、大牟田支店担当

    2022年    6 月 当社取締役常務執行役員　青海支店長、

品質・安全推進室、技術部、北陸支店、

大牟田支店担当

    2023年    6 月 当社取締役専務執行役員　青海支店長、

品質・安全推進室、名古屋支店、

北陸支店、大牟田支店、

姫路技術センター担当

    2024年    4 月 当社取締役専務執行役員

品質・安全推進室、名古屋支店、

青海支店、北陸支店、大牟田支店、

姫路技術センター担当

    2025年    4 月 当社取締役専務執行役員

品質・安全推進室、青海支店、

北陸支店、名古屋支店、

姫路支店、大牟田支店担当（現任）

重要な兼職の状況
―

取締役候補者とした理由
山口久行氏は、1979年入社、主に産業プラント設備工事事業に携わり、2014年６月より取締役に就
任し、当社の経営を担っております。同氏は現場に精通した豊富な経験・知見を有するとともに、当
社の持続的な成長に貢献していただけると判断し、引き続き取締役候補者としました。

　

候補者番号 4

再 任

生年月日
1957年２月18日生
所有する当社の株式数
17,800株
取締役会出席状況
17/17回

ご ん

権 
も り

守
 

　
ゆ う

勇 
い ち

一

　

略歴、当社における地位及び担当
    1979年    4 月　当社入社

    2013年    4 月　当社　事務部長

    2014年    6 月　当社執行役員　事務部長

    2015年    6 月　当社上席執行役員　事務部長

    2016年    6 月　当社取締役上席執行役員　事務部長

    2018年    6 月　当社取締役上席執行役員　管理部長

    2023年    6 月　当社取締役常務執行役員　管理部長

    2025年    4 月　当社取締役常務執行役員　人事部、経理部、総務法務部、経営企画部担当（現任）

重要な兼職の状況
―

取締役候補者とした理由
権守勇一氏は、1979年入社以来、主に、経理・財務等の業務に携わり、2016年６月より取締役に就
任し、当社の経営を担っております。同氏は経営管理業務及び事業経営に関する知見を有しており、
引き続き取締役候補者としました。

　

8



2025/05/27 12:03:19 / 24179424_田辺工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

取締役選任議案

候補者番号 5

再 任

生年月日
1960年９月25日生
所有する当社の株式数
16,400株
取締役会出席状況
17/17回

あ お

青 
き

木
 

　
え い

栄 
い ち

一

　

略歴、当社における地位及び担当
    1985年    4 月　当社入社

    2013年    4 月　当社　鹿島支店長

    2016年    6 月　当社執行役員　鹿島支店長

    2018年    4 月　当社執行役員　千葉支店長、鹿島支店担当

    2019年    6 月　当社上席執行役員　千葉支店長、鹿島支店担当

    2022年    6 月　当社常務執行役員　千葉支店長、鹿島支店、埼玉技術センター担当

    2023年    6 月　当社取締役常務執行役員　千葉支店長、鹿島支店担当

    2025年    4 月　当社取締役常務執行役員　千葉支店、鹿島支店担当（現任）

重要な兼職の状況
―

取締役候補者とした理由
青木栄一氏は、1985年入社、主に産業プラント設備工事事業に携わり、2023年６月より取締役に就
任し、当社の経営を担っております。同氏は様々な大型案件のプロジェクトに携わるなど、現場を統
括した豊富な経験・知見を有するとともに、当社の持続的な成長に貢献していただけると判断し、取
締役候補者としました。

　

候補者番号 6

新 任

生年月日
1968年11月20日生
所有する当社の株式数
6,392株
取締役会出席状況
－

お

小 
の

野
 

　
て つ

哲 
や

也

　

略歴、当社における地位及び担当
    1991年    ４月　当社入社
    2011年    １月　タナベエンジニアリングシンガポール社代表取締役社長
    2016年    6 月　当社執行役員　千葉支店長
    2018年    10月　当社執行役員　タナベエンジニアリングシンガポール社代表取締役社長、

　　　　　     タナベテクニカルサービスマレーシア社代表取締役社長
    2023年    ５月　当社執行役員　タナベエンジニアリングシンガポール社代表取締役社長、

　　　　　     タナベテクニカルサービスマレーシア社代表取締役社長、
　　　　　　  タナベエンジニアリングアジア社代表取締役社長
    2023年    6 月　当社上席執行役員　タナベエンジニアリングシンガポール社代表取締役社長、

　　　　　　  タナベテクニカルサービスマレーシア社代表取締役社長、
　　　　　　  タナベエンジニアリングアジア社代表取締役社長
    2024年    ４月　当社上席執行役員　海外事業部長、タナベエンジニアリングシンガポール社代表取締役社長、

　　　　　　  タナベテクニカルサービスマレーシア社代表取締役社長、
　　　　　　  タナベエンジニアリングアジア社代表取締役社長
    2024年    ７月　当社上席執行役員　海外事業部長、デジタルイノベーションセンター、海外部門担当
    2025年    4 月　当社上席執行役員　海外事業部長兼幕張エンジセンター長、海外部門、プロダクト開発部担当（現任）

重要な兼職の状況
―

取締役候補者とした理由
小野哲也氏は、1991年入社、主に産業プラント設備工事事業に携わり、海外子会社各社代表取締役及
び当社執行役員を経て、2023年６月より上席執行役員へ就任しております。同氏は現場に精通した豊
富な経験と知見を有するとともに、海外での豊富な経験と実績を活かし、グローバルな視点で当社の
持続的な成長に貢献していただけると判断し、取締役候補者としました。
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取締役選任議案

候補者番号 7

再 任

社 外

独 立

生年月日
1953年６月17日生
所有する当社の株式数
―
取締役会出席状況
17/17回

よ こ

横 
た

田
 

　
ゆ う

猶 
い ち

一

　

略歴、当社における地位及び担当
    1972年    4 月 三菱電機株式会社　入社

    2006年    4 月 同社　関越支社　新潟支店長

    2012年    4 月 三菱電機ビルテクノサービス株式会社　関越支社　ファシリティー営業部長

    2014年    4 月 同社　関越支社　支社長付・新潟支店嘱託駐在

    2016年    3 月 同社　退職

    2016年    6 月 当社社外取締役（現任）

重要な兼職の状況
―

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
横田猶一氏は、社外役員となること以外の方法で直接会社の経営に関与したことはありませんが、
2016年６月より当社社外取締役に就任し、これまで培ってきた豊富な業務経験と知識を当社の経営に
活かしていただき、幅広い見地から当社の経営全般に的確な助言をいただいており、引き続き社外取
締役候補者としました。

　

候補者番号 8

再 任

社 外

独 立

生年月日
1958年12月24日生
所有する当社の株式数
―
取締役会出席状況
17/17回

の

野 
も と

本
 

　
な お

直 
き

樹

　

略歴、当社における地位及び担当
    1987年    10月 監査法人中央会計事務所　入所（合併により中央新光監査法人）

    1989年    7 月 中央新光監査法人　退職

    1989年    7 月 太田昭和監査法人　入所（現　EY新日本有限責任監査法人）

    2010年    9 月 同所　長岡事務所長

    2017年    6 月 EY新日本有限責任監査法人　退職

    2017年    7 月 野本直樹公認会計士事務所　所長(現任)

    2018年    6 月 当社社外取締役（現任）

重要な兼職の状況
野本直樹公認会計士事務所　所長

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
野本直樹氏は、社外役員となること以外の方法で直接会社の経営に関与したことはありませんが、公
認会計士として培われた専門的な知識・経験等を有しており、これらを当社の経営に活かしていただ
き、当社の経営全般に助言を頂戴することによりコーポレートガバナンス強化に寄与していただきた
いため、引き続き社外取締役候補者としました。
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取締役選任議案

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．横田猶一氏及び野本直樹氏は、社外取締役候補者であります。
３．当社は、横田猶一氏及び野本直樹氏を、東京証券取引所有価証券上場規程に定める独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

なお、両氏の再任が承認された場合は、引き続き独立役員とする予定であります。
４．当社は、横田猶一氏及び野本直樹氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を

締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額としており、両氏の再任が承
認された場合は、当該契約を継続する予定であります。

５．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。これにより、当社のすべて
の取締役、執行役員及び監査役が業務に起因して損害賠償責任を負った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該
当するものを除く。）等を填補することとしております。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となりま
す。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

６．小野哲也氏の所有する当社の株式数には、当社役員持株会における持分株式数を記載しております。
７．横田猶一氏の社外取締役の在任期間は、本総会終結の時をもって９年であります。
８．野本直樹氏の社外取締役の在任期間は、本総会終結の時をもって７年であります。

11
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監査役選任議案

第3号議案 監査役１名選任の件

新 任

生年月日
1958年1月1日生
所有する当社の株式数
6,200株

た

田 
な か  

中
 

　 
み の る

稔

　

略歴、当社における地位
    1980年    3 月　当社入社

    2018年    4 月　当社　北陸支店長

    2019年    6 月　当社執行役員　北陸支店長

    2024年    6 月　当社　北陸支店長

    2025年    4 月　当社　北陸支店長補佐（現任）

重要な兼職の状況
―

監査役候補者とした理由
田中稔氏は、当社において執行役員をはじめ長年にわたり要職を歴任し、当社全般に関する豊富な経
験と高い見識を有しており、これらを活かして客観的及び中立的な立場から意見を述べ、監査役とし
ての職務を適切に遂行できるものと判断し、監査役候補者としました。 　

　監査役小杉順氏は、本総会終結の時をもって辞任されますので、その補欠として監査役１名の選任をお願
いするものであります。
　なお、補欠として選任する監査役の任期は、当社定款の定めにより、退任する監査役の任期の満了する時
までとなります。
　また、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　　監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。これにより、当社のすべて

の取締役、執行役員及び監査役が業務に起因して損害賠償責任を負った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該
当するものを除く。）等を填補することとしております。候補者が監査役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となりま
す。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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当社取締役会のスキル・マトリックス

氏名

期待される分野（知識・経験・能力等）

企
業
経
営

会
計
／
財
務
／
税
務

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

法
務
／

　

人
材
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

技
術
／
施
工
管
理

品
質
／
安
全

営
業
戦
略

グ
ロ

バ
ル

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

取
締
役

四月朔日　義雄（社内） ● ● ●

水澤　文雄　　（社内） ● ● ● ●

山口　久行　　（社内） ● ● ● ●

権守　勇一　　（社内） ● ● ● ●

青木　栄一　　（社内） ● ● ●

小野　哲也　　（社内）（新任） ● ● ●

横田　猶一　　（社外） ● ●

野本　直樹　　（社外） ● ●

監
査
役

田中　稔　　　（社内）（新任） ● ● ●

伊藤　秀夫　　（社外） ● ● ●

島宗　隆一　　（社外） ● ●

（ご参考）選任後の当社取締役会のスキル・マトリックス
　　第２号議案及び第３号議案が原案どおり可決されますと、取締役会の構成は以下のとおりとなります。

（注）上記マトリックスについては、各人の有する全てのスキルを記載したものではございません。各人の有する、特に専門性の高いスキルおよび
　　　取締役・監査役として期待するスキルの最大４つに●を付しております
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補欠監査役選任議案

第4号議案 補欠監査役2名選任の件

候補者番号 氏　名 属　性

1 も り

森
 

　
 

　
 

　
な お

直
 

　
き

樹 社 外 独 立
　

2 よ こ

横
 

　
お

尾
 

　
か ず

和
 

　
お

雄 社 外 独 立
　

社 外 社外監査役候補者 独 立 証券取引所等の定めに基づく独立役員

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役2名の選任をお願いするものであり
ます。
　なお、候補者森直樹氏は、現任の社外監査役伊藤秀夫氏の補欠として、候補者横尾和雄氏は、現任の社外監査役
島宗隆一氏の補欠として選任をお願いするものであります。
　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。
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補欠監査役選任議案

候補者番号 1

社 外

独 立

生年月日
1968年4月9日生
所有する当社の株式数
－

も り

森
 

　
な お

直
 

 
き

樹

　

略歴
    2001年    10月　弁護士登録

    2004年    1 月　森直樹法律事務所　所長（現任）

    2008年    4 月　新潟県弁護士会常議員

    2015年    4 月　裁判所調停委員（現任）

    2015年    4 月　法務省人権擁護委員（現任）

    2017年    4 月　上越市公平委員（現任）

重要な兼職の状況
森直樹法律事務所　所長

補欠の社外監査役候補者とした理由
森直樹氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、弁護士として培われた法律知識や経験
に基づく助言等が当社の監査体制に資するものと考え、補欠の社外監査役候補者としました。 　

候補者番号 2

社 外

独 立

生年月日
1964年3月10日生
所有する当社の株式数
－

よ こ

横
 

 
お

尾
 

　
か ず

和
 

 
お

雄

　

略歴
    1987年    10月　関東信越国税局　採用

    2015年    7 月　長野税務署　特別国税調査官

    2016年    7 月　関東信越国税局　特別国税調査官

    2017年    7 月　関東信越国税局　査察第三部門　統括官

    2018年    7 月　関東信越国税局　査察第一部門　統括官

    2019年    7 月　長野税務署　特別国税調査官

    2021年    7 月　新潟税務署　特別国税調査官

    2022年    7 月　関東信越国税局　資料情報課長

    2023年    7 月　高田税務署長

    2024年    7 月　関東信越国税局　退職

    2025年    1 月　税理士登録

  　　　　　　横尾和雄税理士事務所　所長（現任）

重要な兼職の状況
横尾和雄税理士事務所　所長

補欠の社外監査役候補者とした理由
横尾和雄氏は、直接会社経営に関与された経験はありませんが、税理士として培われた高度な専門知
識を有しており、これらを当社の監査体制に反映していただき、幅広い見地から当社の経営全般に的
確な監査をしていただくため、補欠の社外監査役候補者としました。 　

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．森直樹氏及び横尾和雄氏は、補欠の社外監査役候補者であります。各候補者は独立役員の要件を満たしており、監査役に就任した場合は、

新たに独立役員として東京証券取引所に届け出る予定であります。
　　　３．各候補者が監査役に就任した場合には、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結

する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額といたします。
４．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。これにより、当社のすべて

の取締役、執行役員及び監査役が業務に起因して損害賠償責任を負った場合における損害（ただし、保険契約上で定められた免責事由に該
当するものを除く。）等を填補することとしております。各候補者が監査役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となりま
す。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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取締役に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定議案

第5号議案 取締役に対する譲渡制限付株式の付与のための報酬決定の件

　当社の取締役の報酬等の額は、2023年6月28日開催の第55回定時株主総会において、年額220,000千円以
内（ただし、使用人分給与は含みません。）とご承認いただいておりますが、今般、取締役（社外取締役を
除く。以下「対象取締役」といいます。）に当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与える
とともに、対象取締役と株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、上記の報酬枠とは別枠
で、対象取締役に対し、新たに譲渡制限付株式の付与のための報酬を支給することにつきご承認をお願いい
たします。
　本議案に基づき対象取締役に対して譲渡制限付株式の付与のために支給する金銭報酬の総額は、上記の目
的を踏まえ相当と考えられる金額として、年額50,000千円以内といたします。
　また、対象取締役への具体的な支給時期及び配分については、代表取締役社長及び担当執行役員が報酬案
を策定し、社外取締役に事前説明を行ったうえで、社外取締役の意見・助言を踏まえ取締役会において決定
することといたします。
　当社は、2021年2月19日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の決定方針を定めており、そ
の概要は事業報告33頁に記載のとおりですが、本議案をご承認いただいた場合には、その内容を末尾のとお
り変更することを予定しております。本議案は、当該方針に沿う内容の対象取締役の個人別の報酬等を付与
するために必要かつ合理的な内容となっており、また、対象取締役に1年間に発行又は処分される株式総数
の発行済株式総数（2025年3月31日時点。自己株式数を除く。）に占める割合は0.5％以下であり、その希
薄化率は軽微です。そのため、本議案の内容は相当であると考えております。
　なお、現在の取締役は7名（うち社外取締役は2名）ですが、第２号議案が原案どおり承認可決されます
と、取締役は８名（うち社外取締役は２名）となります。
　また、対象取締役は、当社の取締役会決議に基づき、本議案により生ずる金銭報酬債権の全部を現物出資
財産として給付し、当社の普通株式について発行又は処分を受けるものとし、これにより発行又は処分され
る当社の普通株式の総数は年間5万株以内とします。ただし、当社の発行済株式総数が、株式の併合又は株
式の分割（株式無償割当てを含みます。）によって増減した場合は、上限数はその比率に応じて調整される
ものとします。1株当たりの払込金額は、各取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所における
当社の普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基礎とし
て、当該普通株式を引き受ける対象取締役に特に有利とならない範囲において取締役会にて決定します。
　また、これによる当社の普通株式の発行又は処分に当たっては、当社と対象取締役との間で、概要、以下
の内容を含む譲渡制限付株式割当契約（以下「本割当契約」といいます。）を締結するものとします。

【本割当契約の概要】
（１）譲渡制限期間

対象取締役は、本割当契約により割当てを受けた日より3年間から30年間までの間で当社の取締役会
があらかじめ定める期間（以下「譲渡制限期間」という。）、本割当契約により割当てを受けた当社の
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普通株式（以下「本割当株式」という。）について、譲渡、担保権の設定その他の処分をしてはならな
い（以下「譲渡制限」という。）。

（２）退任又は退職時の取扱い
対象取締役が、譲渡制限期間の間で当社の取締役会が定める役務提供期間（以下「役務提供期間」と

いう。）が満了する前に、当社又は当社子会社の役職員の地位のうち当社の取締役会があらかじめ定め
る地位を退任又は退職した場合、その退任又は退職につき、任期満了、死亡その他当社の取締役会が正
当と認める理由がある場合を除き、当社は、本割当株式を当然に無償で取得する。

（３）譲渡制限の解除
上記（１）の定めにかかわらず、当社は、対象取締役が、役務提供期間中、継続して、当社又は当社

子会社の役職員の地位のうち当社の取締役会があらかじめ定める地位にあったことを条件として、本割
当株式の全部について、譲渡制限期間が満了した時点をもって譲渡制限を解除する。ただし、当該対象
取締役が、上記（２）に定める当社の取締役会が正当と認める理由により、役務提供期間が満了する前
に上記（２）に定める地位を退任又は退職した場合には、譲渡制限を解除する本割当株式の数及び譲渡
制限を解除する時期を、必要に応じて合理的に調整するものとする。また、この場合において、当社
は、譲渡制限期間が満了した直後の時点でなお譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で
取得する。

（４）法令違反等の場合における取扱い
当社は、譲渡制限期間中に、対象取締役が法令、社内規則又は本割当契約の違反その他本割当株式を

無償取得することが相当である事由として当社の取締役会で定める事由に該当した場合、本割当株式を
当然に無償で取得する。

（５）組織再編等における取扱い
上記（１）の定めにかかわらず、当社は、譲渡制限期間中に、当社が消滅会社となる合併契約、当社

が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画その他の組織再編等に関する事項が当社の株主総会
（ただし、当該組織再編等に関して当社の株主総会による承認を要さない場合においては、当社の取締
役会）で承認された場合には、当社の取締役会の決議により、役務提供期間の開始日から当該組織再編
等の承認の日までの期間を踏まえて合理的に定める数の本割当株式について、当該組織再編等の効力発
生日に先立ち、譲渡制限を解除する。また、この場合において、当社は、譲渡制限が解除された直後の
時点でなお譲渡制限が解除されていない本割当株式を当然に無償で取得する。

（６）その他の事項
本割当契約に関するその他の事項は、当社の取締役会において定めるものとする。
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【ご参考①】
本株主総会において本制度に関する議案が承認されることを条件に、当社の取締役を兼務しない執行役員

に対しても、本制度と同様の譲渡制限付株式報酬を導入する予定です。

【ご参考②】役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針（本議案が承認可決された場合）
イ．基本方針

当社の役員報酬制度は、各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。具体的には、取締
役（社外取締役を除く。以下「業務執行取締役」という。）及び社外取締役の報酬は、金銭報酬である月
額報酬及び賞与と、当社の企業価値の持続的な向上を図るためのインセンティブとなる株式による非金銭
報酬により構成することとする。
なお社外取締役については、その役割と独立性の観点から、金銭報酬のみとする。

ロ．金銭報酬の個人別の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の
決定に関する方針を含む）
業務執行取締役の金銭報酬は、月額報酬及び賞与とし、月額報酬は役位ごとの役割の大きさや責任範囲

等に基づき決定し、毎月支払うこととする。賞与は、役位、職責、在任年数、当期の会社業績・配当、従
業員の賞与水準、過去の支給実績等（以下「会社業績等」という。）を総合的に勘案して決定し、年に一
度定時株主総会の翌日に支払うこととする。
社外取締役の報酬については、その職責及び市場水準等（以下「職責等」という。）を勘案して月額報

酬及び賞与を決定することとする。その月額報酬は、毎月支払うこととし、賞与は、年に一度定時株主総
会の翌日に支払うこととする。
業務執行取締役の非金銭報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株

主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、譲渡制限付株式とし、株主総会において承認を
受けた範囲内で、原則として毎年、一定の時期に、当社から支給された金銭債権の全部を現物出資財産と
して払い込み、当社の普通株式について発行又は処分を受けることとする。
付与する個人別株式の個数は、役位、職責、株価等を総合的に勘案して決定する。
なお、非金銭報酬である譲渡制限付株式は、退任時までの譲渡制限が付されており、取締役の地位を退

任した日に譲渡制限を解除することとする。また、対象取締役が、譲渡制限期間満了前に、死亡その他正
当な理由により取締役の地位を退任した場合は、権利が確定した株式については譲渡制限が解除され、権
利確定前の株式については権利確定期間で按分し在任期間中分の株式の譲渡制限を解除し、残りの株式は
当社が無償取得することとする。

ハ．各報酬の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
業務執行取締役の種類別報酬は、金銭報酬（月額報酬及び賞与）と非金銭報酬とする。非金銭報酬は、

2025年６月25日開催の第57回定時株主総会で承認された譲渡制限付株式報酬の限度額の範囲内で、金銭
報酬の一定以上の合理的な割合とする。

ニ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項（取締役に対する委任に関する事項を含
む。）

18
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取締役の報酬等に関する株主総会の決議年月日は2023年６月28日開催の第55回定時株主総会であり、
取締役の報酬限度額を年額220,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）とすることについて
決議を受けております。監査役の報酬等に関する株主総会の決議年月日は2006年６月29日開催の第38回
定時株主総会であり、監査役の報酬限度額を年額30,000千円以内とすることについて決議を受けておりま
す。
また、当該金銭報酬とは別枠で、2025年６月25日開催の第57回定時株主総会において、取締役（社外

取締役及び監査役を除く。）に対して付与する譲渡制限付株式報酬について、年額50,000千円以内と決議
を受けております。
個人別の取締役の報酬額については、取締役会決議に基づき、代表取締役社長である水澤文雄がその具

体的な内容について委任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役の月額報酬の額及び会社業績等
又は職責等を踏まえた賞与の額、並びに当社の企業価値の持続的な向上を図るためのインセンティブとな
る株式による非金銭報酬の評価配分としております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各
取締役の担当部門について評価を行うには代表取締役社長が適していると判断したためであります。
当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、個人別の取締役の報酬については、株主総

会で承認された限度額の範囲内において、代表取締役社長及び担当執行役員が報酬案を策定し、社外取締
役に事前説明を行ったうえで、社外取締役の意見・助言を踏まえ、取締役会において決定することとして
おります。
監査役の報酬については、監査役会の協議により決定しております。

以　上
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当事業年度の事業の状況

事業報告（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

1 会社の現況

第56期
（2024年３月期）

第57期
（2025年３月期）

前期比

金額（百万円） 金額（百万円） 増減率
受注高 52,944 51,406 2.9％減
売上高 50,002 49,097 1.8％減
営業利益 2,770 3,946 42.5％増
経常利益 2,909 4,108 41.2％増
当期純利益 2,041 2,778 36.1％増
次期繰越高 28,454 30,763 8.1％増

(1) 当事業年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果
　当事業年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善、各種政策の効果等もあり、景気は緩やかな回復基調が続き
ました。一方、地政学リスクや米国の通商政策等による経済への影響、物価上昇等、先行きは不透明な状況が続いており
ます。
　設備工事業界においては、公共投資は堅調に推移し、民間設備投資は持ち直しの動きが見られましたが、物価上昇や海
外景気の動向により先行きが不透明な状況等があり、受注・価格競争は厳しい状況で推移しております。
　このような状況下で、当社はお客様のニーズに合った設備の提案を積極的に行い、受注の確保・拡大に努めてまいりま
した。当社の主要顧客である化学業界において次世代技術向けの電子材（新素材）生産プラント建設工事、半導体素材製
造プラント建設工事等の半導体関連の設備工事、設備増強工事、定期修繕工事等を中心とした受注がありました。前期を
下回る受注高とはなったものの、事業部門間の連携が大型案件の受注に寄与したこと等から、総じて堅調に推移しまし
た。売上高は、懸念されていた工事資材の納期長期化や物資不足等の影響は想定より少なく、大型案件をはじめとした工
事の進捗は順調に推移しましたが、好調であった前期を若干下回る結果となりました。
　利益面につきましては、工事資材費、労務費等の上昇は続いておりますが、施工効率の改善、原価管理の徹底等を継続
している効果もあり、また過去に発生した工事損失の反省から、リスク管理の徹底が浸透し利益の低下を予防したこと等
から、売上総利益率は大きく改善しました。ESGへの取組等の諸施策による販売費及び一般管理費の増加があったもの
の、売上総利益率の改善効果は大きく、営業利益、経常利益、当期純利益ともに前期を大きく上回る結果となりました。

　なお、当期の期末配当につきましては、当期の業績が堅調に推移したこと及び当社中期経営計画「TRY2030」の配当
方針に基づき、普通配当１株当たり37円増配し、87円の実施を予定しております。
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当事業年度の事業の状況

22,489百万円

産業プラント
設備工事部門

売上高

(前期比6.2％減)

　民間プラント・機械装置を主体としております産業プラント
設備工事部門は、電子材（新素材）生産プラント建設工事、既
存設備の統合化・省エネルギー化工事、半導体関連の設備工事
等を中心とした受注がありましたが、受注高25,162百万円（前
期比3.7％減）と前期を下回りました。売上高は、大型案件をは
じめとした工事の進捗は堅調に推移しましたが、22,489百万円
（前期比6.2％減）と前期を下回りました。

23,988

第56期
（2024年３月期）

22,489

第57期
（2025年３月期）

（単位：百万円）売上高

10,336百万円

設備保全工事部門

売上高

(前期比1.0％減)

　民間プラント保全工事を主体としております設備保全工事部
門は、工場設備の定期修繕工事を中心とした受注が堅調であり
ましたが、受注高10,302百万円（前期比0.3％減）、売上高
10,336百万円（前期比1.0％減）ともに前期を下回りました。

10,446

第56期
（2024年３月期）

10,336

第57期
（2025年３月期）

（単位：百万円）売上高

10,224百万円

電気計装工事部門

売上高

(前期比11.2％増)

　電気計装工事部門は、産業プラント設備工事部門とのジョイ
ントによる、電子材（新素材）生産プラント建設工事、既存設
備の統合化・省エネルギー化工事、半導体関連の設備工事、公
共インフラ関連工事を中心とした受注があり、受注高9,327百万
円（前期比2.6％増）と前期を上回りました。売上高は、前期か
らの繰越工事の完成や進行基準による売上等により、10,224百
万円（前期比11.2％増）と前期を上回りました。

9,194

第56期
（2024年３月期）

10,224

第57期
（2025年３月期）

（単位：百万円）売上高

　会社の事業区分別売上状況は次のとおりであります。
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当事業年度の事業の状況

2,102 百万円

メカトロニクス部門

売上高

(前期比21.4％減)

　メカトロニクス部門は、充填ライン、各種自動化機器の受注
等がありましたが、受注高2,596百万円（前期比21.6％減）、
売上高2,102百万円（前期比21.4％減）ともに前期を下回りま
した。

2,674

第56期
（2024年３月期）

2,102

第57期
（2025年３月期）

（単位：百万円）売上高

2,645 百万円

送電工事部門

売上高

(前期比22.0％増)

　送電工事部門は、電力会社の設備保守等の受注が堅調であ
り、受注高2,727百万円（前期比19.1％増）、売上高2,645百万
円（前期比22.0％増）ともに前期を上回りました。

2,168

第56期
（2024年３月期）

2,645

第57期
（2025年３月期）

（単位：百万円）売上高

1,152 百万円

管工事部門

売上高

(前期比19.8％減)

　管工事部門は、インフラ設備の維持更新等を中心とした受注
がありましたが、受注高1,173百万円（前期比29.4％減）、売
上高1,152百万円（前期比19.8％減）ともに前期を下回りまし
た。

1,437

第56期
（2024年３月期）

1,152

第57期
（2025年３月期）

（単位：百万円）売上高
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当事業年度の事業の状況

146 百万円

鋳造用工業炉部門

売上高

(前期比58.7％増)

　鋳造用工業炉部門は、受注高116百万円（前期比0.8％増）、
売上高146百万円（前期比58.7％増）ともに前期を上回りまし
た。

92

第56期
（2024年３月期）

146

第57期
（2025年３月期）

（単位：百万円）売上高

部　　　　　門 前期繰越高 当期受注高 当期売上高 次期繰越高

産業プラント設備工事 16,326 25,162 22,489 18,999

設備保全工事 1,399 10,302 10,336 1,364

電気計装工事 6,899 9,327 10,224 6,003

メカトロニクス 2,814 2,596 2,102 3,308

 送電工事 389 2,727 2,645 472

管工事 591 1,173 1,152 612

鋳造用工業炉 33 116 146 3

合　　　　　計 28,454 51,406 49,097 30,763

（注）鋳造用工業炉部門につきましては、2025年12月31日付での事業廃止を決定しております。

　　（単位：百万円）
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当事業年度の事業の状況

② 設備投資の状況
　当事業年度の設備投資額は1,189百万円であります。主なものは建物・構築物であります。

③ 資金調達の状況
　当事業年度中に運転資金及び固定資産購入資金確保のため、金融機関より長期借入金1,000百万円の調達を実施
しました。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　該当事項はありません。
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直前3事業年度の財産及び損益の状況

44,644

第54期
（2022年３月期）

46,376

第55期
（2023年３月期）

52,944

第56期
（2024年３月期）

51,406

第57期
（2025年３月期）

（単位：百万円）受注高

39,623

第54期
（2022年３月期）

40,739

第55期
（2023年３月期）

50,002

第56期
（2024年３月期）

49,097

第57期
（2025年３月期）

（単位：百万円）売上高

1,766

第54期
（2022年３月期）

1,792

第55期
（2023年３月期）

2,041

第56期
（2024年３月期）

2,778

第57期
（2025年３月期）

（単位：百万円）当期純利益

第54期
（2022年３月期）

33,456

18,622

第55期
（2023年３月期）

36,113

20,055

第56期
（2024年３月期）

44,801

21,430

第57期
（2025年３月期）

44,539

23,717

（単位：百万円）総資産/純資産

165円13銭

第54期
（2022年３月期）

167円53銭

第55期
（2023年３月期）

193円47銭

第56期
（2024年３月期）

265円15銭

第57期
（2025年３月期）

（単位：円）1株当たり当期純利益

第54期
（2022年３月期）

第55期
（2023年３月期）

第56期
（2024年３月期）

第57期
（当事業年度）
（2025年３月期）

受注高 (百万円) 　　44,644 　　46,376 　　52,944 　　51,406
売上高 (百万円) 　　39,623 　　40,739 　　50,002 　　49,097
当期純利益 (百万円) 　　  1,766 　　  1,792 　　  2,041 　　 2,778
1株当たり当期純利益 (円) 　　　165円13銭 　　　167円53銭 　　　193円47銭 　　　265円15銭
総資産 (百万円) 　　33,456 　　36,113 　　44,801 　　44,539
純資産 (百万円) 　　18,622 　　20,055 　　21,430 　　23,717

(2) 直前3事業年度の財産及び損益の状況

（注）１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により算出しております。
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重要な親会社及び子会社の状況

会社名 資本金
（千円）

当社の出資比率
（％） 主要な事業内容

タナベタイランド社 700,921
(200,000千タイバーツ) 100 表面処理事業、産業機械装置の製造・販売

タナベエンジニアリング
シンガポール社

102,719
(1,600千シンガポールドル) 100 プラント設備の設計・施工・メンテナンス

タナベテクニカルサービス
マレーシア社

 96,940
(3,500千マレーシアリンギット) 100 プラント設備の設計・施工・メンテナンス

タナベエンジニアリング
アジア社

16,320
(4,000千タイバーツ）  49 プラント設備の設計・施工・メンテナンス

(3) 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

（注）当事業年度において、田工実業（上海）有限公司は清算結了により連結の範囲から除外しております。

③企業結合の成果
　当社の連結子会社は、上記の重要な子会社４社であり、当事業年度の連結売上高は50,832百万円（前期比1.9％
減）、親会社株主に帰属する当期純利益は2,593百万円（前期比36.8％増）となりました。
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対処すべき課題

(4) 対処すべき課題
　今後の見通しにつきましては、物価上昇や金融政策の変化に伴う景気減速懸念に加え、地政学リスクや米国の通商
政策が及ぼす国内外経済への影響等、依然として不透明な状況が想定されます。 
　このような状況下、当社は、2024年11月６日に公表いたしました中期経営計画「TRY2030」において、2030年
３月期までを「更なる飛躍への変革の時期」と定めており、目標の実現のため次の主要施策に取り組んでまいりま
す。

①国内事業の進化
②海外事業の再生
③新規事業の探索
④組織・業務改革
⑤ESG対応・財務基盤の強化

　以上の主要施策の推進のため、大型EPC案件の拡大、人員・組織・業務推進体制の拡充を含めた人的資本への更な
る投資、サステナブル経営の実現等に取り組み、コーポレートスローガン「ものづくりのための、モノづくり。」の
もと、事業領域における全てのフェーズでお客様に貢献する総合エンジニアリング会社を目指してまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。
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主要な事業内容

(5) 主要な事業内容（2025年３月31日現在）

部門 事業内容

産業プラント設備工事 化学・医薬、その他工業部材等のプラント設備・装置、環境設備の設計・施工

設備保全工事 化学・医薬等のプラント設備、発電所機器の設備診断・保全改修

電気計装工事 化学・医薬等のプラント設備、公共・一般建築物の電気計装設備、情報通信設備の設計・施工・
運営、太陽光発電設備の設計・施工・売電

メカトロニクス 各種省力機器システム、自動化機器の設計・製作・施工

送電工事 送電用鉄塔建設、送配電線の新設・張替の施工

管工事 公共ガス水道、防消火設備、空調・衛生設備の設計・施工

鋳造用工業炉 アルミ鋳物生産用工業炉の設計・製作

　当社は、各種業界向けプラント設備及び製造設備、公共インフラ関連の設備工事を主な事業としております。
　事業部門別の主な事業内容は、以下のとおりであります。

（注）鋳造用工業炉部門につきましては、2025年12月31日付での事業廃止を決定しております。

28



2025/05/27 12:03:19 / 24179424_田辺工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

主要な事業所及び工場、使用人の状況、主要な借入先の状況、その他会社の現況に関する重要な事項

(6) 主要な事業所及び工場（2025年３月31日現在）

名称 所在地 名称 所在地
本社 新潟県上越市 鹿島支店・工場 茨城県神栖市
東京本社 東京都千代田区 大牟田支店・工場 福岡県大牟田市
大阪支店 大阪府大阪市 埼玉技術センター 埼玉県吉川市
名古屋支店 愛知県名古屋市 姫路技術センター 兵庫県姫路市
青海支店・工場 新潟県糸魚川市  幕張エンジセンター 千葉県千葉市
北陸支店・工場 新潟県上越市 電力事業部 新潟県上越市
千葉支店・工場 千葉県市原市 新潟営業所 新潟県新潟市

(7) 使用人の状況（2025年３月31日現在）

使用人数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
807（157）名 +5（+11）名 40.9歳 15.4年

（注）使用人数は就業人員で記載しており、臨時雇用者数は年間の平均人員を（　）に外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）

借入先 借入額（百万円）
株式会社第四北越銀行 1,305
株式会社三菱ＵＦＪ銀行     50
株式会社みずほ銀行     20

(9) その他会社の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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株式の状況、新株予約権等の状況

2 株式の状況（2025年３月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 32,000,000株

(2) 発行済株式の総数 10,728,000株

(3) 株主数 11,464名

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）
田辺工業取引先持株会 996 9.49
有限会社ケイアンドアイ 860 8.19
株式会社第四北越銀行 500 4.76
田辺工業従業員持株会 324 3.08
四月朔日　義雄 320 3.05
清原　達郎 305 2.90
田辺　よし江 301 2.86
田辺商事株式会社 244 2.32
出頭　久美子 221 2.11
合同会社ＴＮＢ 220 2.09

(4) 大株主（上位10位）

（注）１．当社は、自己株式を236,321株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
　　　２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。

3 新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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会社役員に関する事項

4 会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の状況（2025年３月31日現在）

地 位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長 四月朔日　　義　　雄

代表取締役社長
社長執行役員 水 澤 文 雄

取締役
専務執行役員 山 口 久 行

品質・安全推進室担当
青海支店担当
北陸支店担当
名古屋支店担当
姫路技術センター担当
大牟田支店担当

取締役
常務執行役員 権 守 勇 一 管理部長

取締役
常務執行役員 青 木 栄 一 千葉支店長

鹿島支店担当

取締役 横 田 猶 一
取締役 野 本 直 樹 野本直樹公認会計士事務所所長
常勤監査役 小 杉 　 順

監査役 伊 藤 秀 夫 緑風法律事務所所長

監査役 島 宗 隆 一 税理士法人齋藤・島宗会計 代表社員税理士
（注）１．取締役 横田猶一及び野本直樹の両氏は、社外取締役であります。

２．監査役 伊藤秀夫及び島宗隆一の両氏は、社外監査役であります。
３．当社は、社外取締役 横田猶一及び野本直樹の両氏並びに社外監査役 伊藤秀夫及び島宗隆一の両氏を、東京証券取引所有価証券上場規程に

定める独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
４．監査役 伊藤秀夫氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務及び法律に関する相当程度の知見を有しております。
５．監査役 島宗隆一氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
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氏名 異動前 異動後 異動年月日

山 口 久 行

取締役専務執行役員
品質・安全推進室、
青海支店、北陸支店、
名古屋支店、姫路技術センター、
大牟田支店担当

取締役専務執行役員
品質・安全推進室、
青海支店、北陸支店、
名古屋支店、姫路支店、
大牟田支店担当

2025年４月１日

権 守 勇 一 取締役常務執行役員　管理部長
取締役常務執行役員
人事部、経理部、総務法務部、
経営企画部担当

2025年４月１日

青 木 栄 一 取締役常務執行役員　千葉支店長
鹿島支店担当

取締役常務執行役員
千葉支店、鹿島支店担当 2025年４月１日

地位 氏名 担当

上席執行役員 小 野 哲 也
海外事業部長兼幕張エンジセンター長
海外部門担当
プロダクト開発部担当

執行役員 高 嶋 利 行 青海支店長

執行役員 相 澤 陽 一 技術部長

執行役員 小 林 裕 幸 メカトロ技術センター長
メカトロ営業部担当

執行役員 宮 澤 和 弘 電力事業部長

執行役員 松 澤 千 尋 千葉支店長
Ｅ＆Ｉ設計部担当

執行役員 長 橋 純 一 北陸営業部長

執行役員 杉 本 明 夫 大牟田支店長

６．当事業年度末日の翌日以降における取締役の地位及び担当の異動状況は、次のとおりであります。

取締役を兼務しない執行役員は、次のとおりであります。（2025年４月1日現在）
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区分 支給人員（名） 支給額（千円）

取締役 7 183,860
監査役 3 23,740
（社外役員） 4 22,740

(2) 取締役及び監査役の報酬等
① 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１．上記社外役員の支給額は、取締役、監査役の支給額にそれぞれ含めております。
２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．取締役の報酬限度額は、2023年６月28日開催の第55回定時株主総会において、年額220,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まな

い）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は７名（うち社外取締役は２名）です。
４．監査役の報酬限度額は、2006年６月29日開催の第38回定時株主総会において、年額30,000千円以内と決議いただいております。当該株

主総会終結時点の監査役の員数は３名（うち社外監査役は２名）です。
５．上記支給人員、支給額には、以下のものが含まれております。

当事業年度に係る役員賞与75,000千円（取締役７名に対し67,100千円、監査役３名に対し7,900千円）

② 役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、企業価値の持続的な向上を図り、業績向上に対するインセンティブとして有効に機能する報酬体系を構
築すべく、2021年２月19日開催の取締役会において決定方針を決議しております。
　また、取締役会は当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定された
報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿うものであ
ると判断しております。
イ．基本方針

　当社の役員報酬制度は、各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とする。具体的には、取締役（社
外取締役を除く。以下「業務執行取締役」という。）及び社外取締役の報酬は、金銭報酬である月額報酬及び賞
与により構成することとする。

ロ．金銭報酬の個人別の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決定に
　　関する方針を含む。）

　業務執行取締役の報酬について、月額報酬は、役位ごとの役割の大きさや責任範囲等に基づき決定し、毎月支
払うこととし、賞与は、当期の会社業績、その職責、配当、従業員の賞与水準、過去の支給実績等（以下「会社
業績等」という。）を総合的に勘案して決定し、年に一度定時株主総会の翌日に支払うこととする。
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　社外取締役の報酬については、その職責及び市場水準等（以下「職責等」という。）を勘案して月額報酬及び
賞与を決定することとする。その月額報酬は、毎月支払うこととし、賞与は、年に一度定時株主総会の翌日に支
払うこととする。

ハ．各報酬の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
　取締役の種類別の報酬は、金銭報酬（月額報酬及び賞与）のみとする。

ニ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項（取締役に対する委任に関する事項を含む。）
　個人別の取締役の報酬額については、取締役会決議に基づき代表取締役社長 水澤文雄がその具体的内容につい
て委任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役の月額報酬の額及び会社業績等又は職責等を踏まえた賞
与の額の評価配分とする。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門について評価を
行うには代表取締役社長が適していると判断したためである。当該権限が代表取締役社長によって適切に行使さ
れるよう、個人別の取締役の報酬については、株主総会で承認された限度額の範囲内において、代表取締役社長
及び担当執行役員が報酬案を策定し、社外取締役に事前説明を行ったうえで、社外取締役の意見・助言を踏ま
え、取締役会の協議により取締役の報酬額を決定し、上記委任を受けた代表取締役社長は、当該取締役会の決定
を前提とし、その配分を決定することとする。

(3) 責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する
ことができる旨を定款に規定しており、各社外取締役及び各社外監査役との間で責任限定契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、社外取締役又は社外監査役が、その職務を行うにつき善意で重大な過
失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

(4) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、すべての取締役、執行役員及び監査役を被保険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠
償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。保険料は会社が全額負担しており、被保険者の実質的な保険
料負担はありません。
　当該保険契約では、会社訴訟、第三者訴訟、株主代表訴訟等により、被保険者が負担することとなった訴訟費用及
び損害賠償金等を填補することとされています。ただし、法令違反の行為のあることを認識して行った行為に起因し
て生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。
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取締役会 監査役会
開催回数 出席回数 開催回数 出席回数

取締役 横 田 猶 一 17回 17回 ― ―
取締役 野 本 直 樹 17 17 ― ―
監査役 伊 藤 秀 夫 17 17 11回 11回
監査役 島 宗 隆 一 17 17 11 11

(5) 社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係
・取締役 野本直樹氏は、野本直樹公認会計士事務所の所長であります。当社と野本直樹公認会計士事務所との間

には、特別な関係はありません。
・監査役 伊藤秀夫氏は、緑風法律事務所の所長であります。当社と緑風法律事務所との間には、特別な関係はあ

りません。
・監査役 島宗隆一氏は、税理士法人齋藤・島宗会計の代表社員税理士であります。当社と税理士法人齋藤・島宗

会計との間には、特別な関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
　取締役会及び監査役会への出席状況

　発言状況及び社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要
・取締役 横田猶一氏は、他社での豊富な業務経験と知識を活かし、取締役会において議案審議及び当社の経営

全般に適宜的確な助言を行っており、専門的な立場から質問・提言を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を
確保するための適切な役割を果たしております。

・取締役 野本直樹氏は、公認会計士としての専門的見地から、取締役会において議案審議及び当社の経営全般
に必要な発言を行っており、独立した立場から質問・提言を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保する
ための適切な役割を果たしております。

・監査役 伊藤秀夫氏は、取締役会及び監査役会において、弁護士としての経験や専門的見地から審議に関して
必要な発言を行っております。

・監査役 島宗隆一氏は、取締役会及び監査役会において、税理士として主に財務、税務的な見地から審議に関
して必要な発言を行っております。
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5 会計監査人の状況

支払額（千円）

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 32,800
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額 32,800

(1) 名称　　　　　EY新日本有限責任監査法人

(2) 報酬等の額

（注）１．当社の重要な子会社であるタナベタイランド社、タナベエンジニアリングシンガポール社、タナベテクニカルサービスマレーシア社及びタ
ナベエンジニアリングアジア社については、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外国における当該資格に相当する資格を有
する者）の監査を受けております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておら
ず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

３．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検
証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、原則として、会計監査人が職務を適切
に遂行することが困難と認められる場合には、監査役会の決定により、会計監査人の解任又は不再任の議案を株主総
会に提案いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。
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計算書類

貸借対照表 （単位：千円）

科目 第57期
2025年３月31日現在 科目 第57期

2025年３月31日現在
資産の部 負債の部      
流動資産

現金預金
受取手形
電子記録債権
完成工事未収入金
未成工事支出金
材料貯蔵品
短期貸付金
前払費用
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産

建物・構築物
機械・運搬具
工具器具・備品
土地
リース資産
建設仮勘定
無形固定資産

借地権
その他
投資その他の資産

投資有価証券
関係会社株式
出資金
長期貸付金
長期前払費用
繰延税金資産
その他 　

33,679,546
10,181,524

180,770
1,696,250

21,020,123
79,576
68,257

571
70,475

384,288
△2,291

10,860,168
8,523,593
3,773,734

481,215
322,963

3,128,932
25,814

790,933
183,281

62,154
121,126

2,153,292
330,657
787,938

997
2,464

25,570
930,365
75,299 　

流動負債 18,820,180
支払手形 408,752
電子記録債務 6,433,987
工事未払金 4,078,874
短期借入金 400,000
リース債務 9,306
未払金 1,034,922
未払費用 339,876
未払法人税等 845,108
未成工事受入金 3,493,645
預り金 37,761
完成工事補償引当金 15,118
賞与引当金 1,587,540
役員賞与引当金 75,000
設備支払手形 60,286

固定負債 2,002,334
長期借入金 975,000
長期未払金 130,000
リース債務 19,083
退職給付引当金 878,251

負債合計 20,822,515
純資産の部
株主資本 23,602,448
資本金 885,320
資本剰余金 1,482,702

資本準備金 1,475,320
その他資本剰余金 7,382
利益剰余金 21,515,901

利益準備金 141,200
その他利益剰余金 21,374,701

別途積立金 7,152,000
繰越利益剰余金 14,222,701

自己株式 △281,474
評価・換算差額等 114,751
その他有価証券評価差額金 114,751
純資産合計 23,717,200

資産合計 44,539,715      負債純資産合計 44,539,715
（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております）
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損益計算書

損益計算書 （単位：千円）

科目
第57期

2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで

売上高 49,097,760
売上原価 40,652,438
売上総利益 8,445,321
販売費及び一般管理費 4,498,574
営業利益 3,946,746
営業外収益 218,048
受取利息配当金 60,265
その他 157,783

営業外費用 56,453
支払利息 26,094
その他 30,358

経常利益 4,108,342
特別利益 9,709
　固定資産売却益 1,252
　投資有価証券売却益 8,457
特別損失 94,360
固定資産処分損 58,016
固定資産売却損 1,210
投資有価証券売却損 599
関係会社株式評価損 19,298
減損損失 15,235

税引前当期純利益 4,023,692
法人税、住民税及び事業税 1,273,061
法人税等調整額 △27,706
当期純利益 2,778,337
（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております）
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連結貸借対照表

連結計算書類

連結貸借対照表 （単位：千円）

科目 第57期
2025年３月31日現在 科目 第57期

2025年３月31日現在
資産の部      負債の部
流動資産

現金預金

受取手形・完成工事未収入金等

電子記録債権

未成工事支出金

その他棚卸資産

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物・構築物

機械・運搬具・工具器具・備品

土地

リース資産

建設仮勘定

無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

退職給付に係る資産

繰延税金資産

その他 　

35,010,887

10,849,611

21,632,332

1,696,250

79,576

261,002

494,404

△2,291

10,965,423

9,514,069

4,158,224

1,284,412

3,239,355

37,016

795,060

183,707

1,267,645

330,657

25,003

790,528

121,456　

流動負債 19,091,627
支払手形・工事未払金等 4,601,857
電子記録債務 6,433,987
短期借入金 400,000
リース債務 30,397
未払金 1,007,918
未払費用 482,121
未払法人税等 845,108
未成工事受入金 3,508,905
完成工事補償引当金 15,259
賞与引当金 1,587,540
役員賞与引当金 75,000
その他 103,531

固定負債 1,896,498
長期借入金 975,000
リース債務 21,244
長期未払金 130,000
退職給付に係る負債 770,253

負債合計 20,988,125
純資産の部
株主資本 24,099,592
資本金 885,320
資本剰余金 1,482,702
利益剰余金 22,013,044
自己株式 △281,474
その他の包括利益累計額 881,191
その他有価証券評価差額金 114,751
為替換算調整勘定 610,134
退職給付に係る調整累計額 156,305
非支配株主持分 7,400
純資産合計 24,988,184

資産合計 45,976,310 負債純資産合計 45,976,310
（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております）
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連結損益計算書

連結損益計算書 （単位：千円）

科目
第57期

2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで

売上高 50,832,166
売上原価 42,104,259
売上総利益 8,727,907
販売費及び一般管理費 4,890,362
営業利益 3,837,544
営業外収益 128,341
受取利息配当金 12,757
その他 115,583

営業外費用 58,947
支払利息 27,732
その他 31,214

経常利益 3,906,938
特別利益 10,562
固定資産売却益 2,105
投資有価証券売却益 8,457

特別損失 84,360
固定資産売却損 2,753
固定資産処分損 58,080
投資有価証券売却損 599
減損損失 22,927

税金等調整前当期純利益 3,833,141
法人税、住民税及び事業税 1,273,061
法人税等調整額 △32,033
当期純利益 2,592,113
非支配株主に帰属する当期純損失（△） △1,024
親会社株主に帰属する当期純利益 2,593,138
（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております）
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会計監査報告

監査報告

EY新日本有限責任監査法人
新 潟 事 務 所
指定有限責任社員 公認会計士 大 屋 浩 孝業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 髙 橋 　 顕業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
２０２５年５月２３日

田辺工業株式会社
取締役会　御中

監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、田辺工業株式会社の２０２４年４月１日から２０２５年３月３１
日までの第５７期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属
明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に
係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に
従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対し
て意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類
等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ
の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示すること
にある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、
我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業
の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求めら
れている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に
表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備
を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人
の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可
能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

42



2025/05/27 12:03:19 / 24179424_田辺工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

連結会計監査報告

EY新日本有限責任監査法人
新 潟 事 務 所
指定有限責任社員 公認会計士 大 屋 浩 孝業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 髙 橋 　 顕業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
２０２５年５月２３日

田辺工業株式会社
取締役会　御中

監査意見
　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、田辺工業株式会社の２０２４年４月１日から２０２５年３月３１日まで
の連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について
監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、田辺工業株式会
社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人
の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。ま
た、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対
して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計
算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが求
められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当
該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を
行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連す
る注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企
業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又
は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明すること
が求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業
は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を
適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する
ために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備
を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人
の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可
能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第57期事業年度における取締役の職務の執行に関して、各監査役が
作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役

等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その

他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしまし
た。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。ま
た、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及
びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３
項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ
いて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に
行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企
業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び
連結注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報
告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

田辺工業株式会社　監査役会
常勤監査役 小杉 　 　順 ㊞
社外監査役 伊 藤 　  秀 夫 ㊞
社外監査役 島 宗 　  隆 一 ㊞

2025年５月23日

　

以　上
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地図

会場
ホテルセンチュリーイカヤ本館３階　飛天の間
新潟県上越市中央１丁目２番７号　電話 025－545－3111
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